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・平成29年4月14日に環境省のイニシアチブの下、発足・発表

・目標
－国民一人ひとりに配慮した無理のない行動変容を促進し、ライフスタイルの変革を創出すること
－ナッジ、ブーストを含む行動科学の知見に基づく取組が我が国において早期に事業化・社会実
装され、自立的に普及すること

－規制的手法（法令等）や財政的手法（補助金等）といった伝統的な政策手法を補完する、費用対
果が高く、対象者に自由度のある新たな政策手法として行動科学を用いた手法を確立すること

・検討事項
－行動科学に基づく取組が民間に又は政策として社会実装されるための出口戦略を検討
－社会実装に当たっては、関係する全てのステークホルダーがwin-winとなるような仕組みづくりが
肝要。産学政官民の意欲的なメンバーで構成される自由闊達なディスカッションの場を構築

既参加府省等：環境省、内閣官房行政改革推進本部事務局・日本経済再生総合事務局、
内閣府、警察庁、消費者庁、総務省、財務省、文部科学省、スポーツ庁、
厚生労働省、経済産業省、資源エネルギー庁、国土交通省、人事院、会計検査院

・当面の進め方
－関係府省等、地方公共団体、産業界、有識者等、ナッジによる取組に関心のある産学政官民
オールジャパンの意欲的なメンバーで議論を始め、順次規模（人数・対象分野）を拡大
（ナッジ・ユニット自体が産学政官民連携の実施体制であるのは世界に類を見ない）

－環境・エネルギー、健康・医療、交通、教育等幅広い分野での社会の課題の解決に向けた
行動科学の活用について検討を進め、方法論や課題、対応方策等を共有

－欧米や途上国等諸外国のナッジ・ユニットや行動科学関連の政府関連機関、実務者、有識者と
の政策対話、事例共有や助言を求めるなど、地球規模で連携・協調

日本版ナッジ・ユニット（Behavioral Sciences Team, BEST）
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環境省
（事務局）

我が国におけるナッジ・ブースト等の
行動インサイトの活用の広がりについて

※公表資料を基に環境省作成
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警察庁

エネルギー使用状況等の情報提供による家庭の省
エネルギー行動変容促進効果に関する調査等

全体とりまとめ、定着した行動変容として国際的に評価
されるクールビズを継続実施、総理指示の下COOL
CHOICEによるライフスタイルイノベーションで全府省を
とりまとめ、ナッジを題材にEBPMの好循環を志向した
実証事業実施、諸外国のナッジ・ユニット等との連携等

AI関連予算等で環境省事
業を位置付け・連携、骨
太の方針でナッジの取組
を位置付け

AIネットワーク化検討
会議、プライバシー保
護検討TF等でナッジの
活用を議論

様々な分野で行動イン
サイトを活用した施策を
検討・展開、自治体版
ナッジ・ユニット設立

成長戦略で環境省事
業のナッジの取組を
位置付け

社会保障審議会で健
康寿命延伸へのナッ
ジの活用を議論、ね
んきん特別便のデザ
インにナッジを活用

ワークライフバランス
表彰受賞の取組で
ナッジを活用（岐阜）

コンパクトシティ
化でナッジの活
用を議論 健康と生活に関する社

会実験プロジェクト

ナッジ担当の人
事交流・成果共
有による社会実
装の加速化

長期在外研究員制度の
成果の社会への還元

日本版ナッジ・ユニット（BEST）連絡会議

行動経済学会とのコラボ
企画としてベストナッジ賞
コンテスト、行動インサイト
アイデアソン等を実施

スポーツ庁

総務省

ナッジ担当の人事交流、自治体
版ナッジ・ユニットとの連携・自
治体職員の研修・キャパビル、
各地域での取組を支援

赤字：組織の垣根を超えた連携
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○未来投資戦略2018（平成30年６月15日閣議決定）

第２ Ⅰ．[２］ ｉｉ）
① IoT、AI、ブロックチェーン等を活用した高度なエネルギー・マネジメントの推進
・ビッグデータ分析等を活用して行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による国民運動の展開
や省エネガイドラインの整備により、低炭素型製品・サービス・ライフスタイルのマーケット拡大
を図る。

○経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定）

第３章 「経済・財政一体改革」の推進
５．歳出改革等に向けた取組の加速・拡大
行動変容に働きかける取組を加速・拡大する観点から、成果をより定量的に把握できる形
に改革工程表のＫＰＩを見直すとともに、こうした取組への予算の重点配分、見える化や効果
的な情報発信・選択肢の提示などによる後押しの強化210を進めていく。

210 例えば、ナッジ（Nudge）と呼ばれる手法は、個人の選択の自由を阻害することなく、各自
がより良い選択を行うよう、情報発信や選択肢の提示の方法を工夫するもので、政策分野
においても応用されている。

（参考）ナッジ（nudge：そっと後押しする）に関する閣議決定


